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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般財団法人日本情報経済社会推進協会

（JIPDEC）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，工業標準原案を具して日本工業規格を制定すべ

きとの申出があり，日本工業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が制定した日本工業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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序文 

この規格は，2011 年に第 1 版として発行された ISO/IEC 29100 を基にして，技術的な内容及び構成を変

更することなく作成した日本工業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

この規格は，情報通信技術（以下，ICT という。）システムにおける個人識別可能情報（以下，PII とい

う。）の保護のための概念レベルの枠組み（フレームワーク）を提供する。この規格は一般論であり，組織

の観点，技術の観点，及び手続の観点から，プライバシーフレームワーク全体を扱うものである。 

本プライバシーフレームワークは，組織が，ICT 環境における PII に関連するプライバシー安全対策要

件を定義するための一助となることを目的として，次の事項を提供する。 

－ 一般的なプライバシーについての用語の規定 

－ PII の処理における登場者（actor）及びその役割の定義 

－ プライバシー安全対策要件の説明 

－ 既知のプライバシー原則のリファレンス 

 

この規格が参照するプライバシー安全対策要件は，一部の法域では，PII を保護するための法的要求事項

を補完するものとみなされるかもしれない。PII を処理する ICT の増加に伴い，PII の保護についての共通

理解を提供する国際的な情報セキュリティ標準が重要である。この規格は，PII 処理に関連する事項に焦点

を当てることによって，既存のセキュリティ標準を拡張することを目的としている。 

PII の商業利用及び商業的価値の増加，法域をまたがる PII の共有，及び ICT システムの複雑化によって，

組織にとってプライバシーを保障し様々な適用される法令との整合性を確保することが難しくなっている。

プライバシー利害関係者は，プライバシーの問題を適切に扱い，PII の誤った利用を避けることによって，

不確かさ及び不信感を回避することができる。 

この規格を利用することによって次の事項が実現される。 

－ PII を扱い，かつ，保護する，ICT システムの設計，実装，運用及び保守における手助けとなる。 

－ ICT システムにおける PII 保護を可能にする革新的な解決策を促進する。 

－ ベストプラクティスの利用を通じて，組織のプライバシープログラムを改善する。 

 

この規格で提供されるプライバシーフレームワークは，例えば，次に示すような更なるプライバシーの


